
 

 

 

令和３年 №49 

○国立大学法人東京学芸大学法人文書管理規則の一部を改正する規則の制定 

 

改正理由 

人事に関する法人文書の保存期間基準について，関係法令の規定及び現行の取扱いに即した内

容に整理することに伴い，所要の改正を行うものである。 

 

 

  



 

 

国立大学法人東京学芸大学法人文書管理規則の一部を改正する規則を次のように制定する。 

 

  令和３年９月30日 

                  国立大学法人東京学芸大学長 

                          國 分  充 

 

令和３年規則第31号 

国立大学法人東京学芸大学法人文書管理規則の一部を改正する規則 

  

 国立大学法人東京学芸大学法人文書管理規則（平成23年規則第４号）の一部について，別紙新

旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 

 

 

 

 

 

  

  

 

 



国立大学法人東京学芸大学法人文書管理規則の一部改正について 

 

改正理由：人事に関する法人文書の保存期間基準について，関係法令の規定及び現行の取扱いに即した内容に整理することに伴い，所要の改正を行うものである。 

改         正 現         行 

 

   〔省略〕 

 

（保存期間） 

第１３条 文書管理者は，別表第１に基づき，基準を定めなければならない。 

２～７ 〔省略〕 

 

   〔省略〕 

 

別表第１ 法人文書の保存期間基準（第13条関係） 

事 項 業務の

区分 
当該業務に係る法人文書の類型 保存期間 

〔省略〕 

国立大学法人東京学芸大学の人事に関する決定及びその経緯 

２ 本学の人

事に関す

る事項 

人事 〔省略〕 

健康・安全管理に関するもので重要なもの 

10年 

給与算定に関するもの 

昇給，昇格に関するもの 

その他上記に準ずるものであって，10年保

存が必要であると認めるもの 

給与所得者の扶養控除等（異動）申告書等

源泉徴収に関するもの 
７年 

その他上記に準ずるものであって，７年保

存が必要であると認めるもの 

諸手当に関するもの（届出・認定簿） 

支給要件

喪失後５

年 

退職手当に関するもの 
支給制限

その他の

 

   〔省略〕 

 

（保存期間） 

第１３条 文書管理者は，別表第１に基づき，基準を定めなければならない。 

２～７ 〔省略〕 

 

   〔省略〕 

 

別表第１ 法人文書の保存期間基準（第13条関係） 

事 項 業務の

区分 
当該業務に係る法人文書の類型 保存期間 

〔省略〕 

国立大学法人東京学芸大学の人事に関する決定及びその経緯 

２ 本学の人

事に関す

る事項 

人事 〔省略〕 

健康・安全管理に関するもので重要なもの 

10年 

 

 

その他上記に準ずるものであって，10年保

存が必要であると認めるもの 

給与所得者の扶養控除等（異動）申告書等

源泉徴収に関するもの 
７年 

その他上記に準ずるものであって，７年保

存が必要であると認めるもの 

 

 

 

 

 

 



支給に関

する処分

を行うこ

とができ

る期間又

は５年の

いずれか

長い期間 

初任給調整手当に関するもの 

支給しな

くなった

日から５

年 

勤務時間記録簿 

５年 

社会保険及び雇用保険に関するもの 

労使関係に関するもの 

健康・安全管理に関するもの 

大学院調整手当に関するもの 

期末・勤勉手当に関するもの 

人事記録（非常勤） 
退職後５

年 

〔省略〕 

財形貯蓄に関するもの 退職後５

年  

その他上記に準ずるものであって，５年保存

が必要であると認めるもの 
５年 

採用等に関するもの（非常勤） 

３年 

 

諸手当に関するもの（届出・認定簿以外） 

休暇簿等の給与簿に関するもの 

 

 

  

勤務時間記録簿 

５年 

社会保険及び雇用保険に関するもの 

労使関係に関するもの 

健康・安全管理に関するもの 

 

 

人事記録（非常勤） 
退職後５

年 

〔省略〕 

財形貯蓄に関するもの 退職後５

年 退職手当に関するもの 

その他上記に準ずるものであって，５年保

存が必要であると認めるもの 
５年 

採用等に関するもの（非常勤） 
３年 

昇給，昇格に関するもの 

諸手当に関するもの 

要件を具

備しなく

なってか

ら３年 

休暇簿等の給与簿に関するもの ３年 



〔省略〕 

〔省略〕 

 

  附 則 

この規則は，令和３年９月30日から施行する。 

 

〔省略〕 

〔省略〕 

 

 

 

 


